
（目標年次：平成３０年度～平成３４年度）

　　白　石　町

　　平成３０年度　実績

第 １ 次 白 石 町 行 政 経 営 プ ラ ン



（１）事務事業マネジメント（町の経営）

　①町民参画と町民協働の推進

取組内容及び施策例 担当所属 平成30年度（2018年度） 実施状況

町民参画、町民協働に関する方針（町の考え
方）を決定し、実行に移す。
ア　庁内検討組織及び町民代表等検討組織
　　の設置
イ　計画、条例等の策定

〇企画財政課

・庁内検討組織設置
・先進地視察等
　事例研究
・取組の方向性検討

・地域づくり協議会の設置状況等を踏
　まえながら、取組の方向性の検討

　②公共投資・政策的経費の確保

取組内容及び施策例 担当所属 平成30年度（2018年度） 実施状況

３～５年間等の期間内での投資経費総額を確
保し、以後財政状況等により毎年更新。
ア　歳入増加策の検討
イ　本町に適した投資、経常等経費の整理
ウ　基金や町債等に関する目標設定
エ　事務事業の見直し

〇企画財政課

・経費の整理
・財政計画との調整
・方針決定
・見直し事務事業の選定

・敬老の日記念事業の一部見直し
　（長寿祝金の額等の見直し）
・各選挙における投票当日の投票終了
  時間の繰上（令和元年参議院議員通
　常選挙から実施）
　　　　※午前７時～午後８時を
　　　　　午前７時～午後６時に繰上

　③補助金、団体補助のあり方見直し

取組内容及び施策例 担当所属 平成30年度（2018年度） 実施状況

各種事務事業の内容を精査し、実施主体（町
か団体か）、形式（補助金・負担金・助成
金・委託料か）、実施方法の見直しを行い、
補助金等の交付額の統一基準を設定し、経過
措置を設けたうえで、団体間の公平な交付を
行う。

〇企画財政課
・全所属

・対象団体の検討
・団体の事業内容の精査
・方針、基準等の設定
・対象団体との協議

・対象団体の事業内容等の調査、確認
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（２）行政組織マネジメント（町役場の経営）

　①簡素で効率的な行政組織機構の実現とスリム化の推進

取組内容及び施策例 担当所属 平成30年度（2018年度） 実施状況

町役場の組織等が膨張して人件費が増大した
り、縦割り化しないように、自律的にスリム
化を図ります。

ア　平成３４年４月１日現在職員数目標
　　２５５人の実現
イ　課・室・局・係の大枠化による統廃合
ウ　専門監制から課長補佐制への段階的移行

〇総務課
〇企画財政課
・全所属

・各所属の現状に応じ、
　組織機構改革等を実施

・職員数目標２５５人の実現に向けて、
　段階的に職員数を削減
　※H31.4.1現在…２７５人(特別職含)
・生活環境課と下水道課の統合
　　（統合 → 生活環境課）
・公共施設等管理計画を推進するため、
　建設課に町全体の公共施設営繕担当
　を設置、また学校教育課に学校統合
　再編係を設置
・全課に課長補佐を配置

総合窓口及び保健福祉課、長寿社会課及び子
育てに関するワンストップ相談体制整備。

〇総務課
〇企画財政課
・税務課
・住民課
・保健福祉課
・長寿社会課
・学校教育課

来庁者に分かりやすい所属の配置等庁舎環境
の整備や庁舎案内表示。

〇企画財政課
・全所属

　②町長トップマネジメントの強化

取組内容及び施策例 担当所属 平成30年度（2018年度） 実施状況

町長の意思決定を補佐する最高審議機関とし
て、庁議で重要例規及び予算を審議。

〇企画財政課
・方針検討
・実施

・実施済み

・庁内検討組織の設置
・アンケート等による町
民、来庁者のニーズの把握
・取組方針の検討

・保健福祉課に、子育て支援包括支援
　センターの設置に向け検討
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　③民間委託の積極的推進

取組内容及び施策例 担当所属 平成30年度（2018年度） 実施状況

原則として、全事務事業において民間委託可
能なものは委託する。

〇企画財政課
・全所属

・委託可能事業の選定
・方針の決定

・学校給食調理業務の民間委託の検討
・六角保育園及び有明みのり保育園の
　完全民営化

　④事務事業の効率化

取組内容及び施策例 担当所属 平成30年度（2018年度） 実施状況

ア　事務改善の奨励。（事務能率・生産性の
　　向上）
イ　ＩＣＴ（情報通信技術）とＡＩ（人工知
　　能）の導入促進。

〇総務課
〇企画財政課
・全所属

・庁内検討組織の設置
・取組方法の検討

・タブレット検討委員会を設置し、
　ペーパレス会議の導入に向け検討

　⑤人財育成等の推進

取組内容及び施策例 担当所属 平成30年度（2018年度） 実施状況

職員自らによる、第２次白石町人材育成基本
方針の再確認（必要に応じて見直し）と実
施。
（ワーク・ライフ・バランス、テレワーク、
時差出勤、女性活躍、定期人事異動の複数回
実施他検討）

〇総務課
・全所属

・職員による検討組織設置
・取組項目の検討

・検討組織設置に向けての検討
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　⑥新規事務への対応

取組内容及び施策例 担当所属 平成30年度（2018年度） 実施状況

今後取組強化が予想される全庁的な事項に備
えるため、現行事務事業との整合性を図り、
必要な見直しを行う。

ア　内部統制の研究、現行体制の点検等

・総務課
〇企画財政課
・会計室
・監査委員事
　務局
・全所属

・制度の調査、研究 ・会計年度任用職員制度導入に向けての
　調査・研究

イ　ＳＤＧｓの研究、現行本町事務事業への
　　落とし込み及び次期総合計画への反映

〇企画財政課
・内容研究
・本町事務事業との整合
　確認

・次期総合計画の策定に向け、ＳＤＧｓ
　の目標内容等の研究

（３）公共施設マネジメント（施設の経営）

　①白石町公共施設等総合管理計画の計画的な推進

取組内容及び施策例 担当所属 平成30年度（2018年度） 実施状況

町民の意見を聴きながら、集客施設、スポー
ツ施設を中心に再編を行い、存続施設は個別
施設計画を策定して長寿命化を図る。

〇企画財政課
・全所属

・各施設の利用状況把握
・再編方針の検討

・学校統合再編に向けての考え方検討
・学校統合再編審議会及び学校統合再
　編に関する庁内検討組織を設置
・公共施設等個別施設計画策定業務の
　実施
・公民館再編方針の検討
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